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流言に対する耐性獲得のための定期的な注意喚起手法の提案

西村 涼太1,a) 平林（宮部） 真衣2,b) 吉野 孝1,c)

概要：近年，増え続ける流言に対し，様々なメディアや個人がその訂正情報を発信している．しかし，「訂
正」による注意喚起は流言の発生に遅れを取ることが多い．また，膨大な数の流言に対して，それらを逐
一確認して注意喚起するのは困難である．これに対して，人々をあらかじめ特定の言説に晒すことで，そ
れらへの反論が可能な免疫を獲得する「接種理論」 が注目されており，流言への応用が試みられている．
一方で，接種効果が得られる方法については異論があり，確立されているとは言えない．また，その効果
は徐々に減衰することが報告されている．そこで本研究では，我々の開発した流言の注意喚起システムに
よる効果の検証を行った．実験により，流言に関する定期的な注意喚起によって接種効果が発生し，注意
喚起を直接行っていない流言へに対しても，ユーザの危機意識が向上することを明らかにした．また，実
験結果から，流言に対する耐性を継続的に獲得することのできる手法について議論を行った．

Proposal of Periodic Alerting Method for Gaining Resistance to
Rumors

1. はじめに
近年，SNSは情報の受信・発信の両面から重要なツール

となっている [1]．SNSでは誰もが情報を共有できるため，
個人の情報発信が爆発的に増加している．それにともなっ
て，フェイクニュースや流言*1が増加し，アメリカの大統
領選の混乱や COVID-19のワクチン接種への反対運動を
引き起こすなど，社会に大きな影響を与えている [2]．
これに対して，流言などの「注意を払うべき情報」を自

動的に検出するための研究が多数行われている [3]．また，
そうした技術を応用し，情報の閲覧者に対してリアルタイ
ムに注意喚起を行うシステムの研究も行われている [4]．一
方で，情報を「訂正」することで流言に対抗する手法は，
逆にユーザの思い込みを深める場合もある [5]．また，個々
の流言について注意喚起するのは，情報を受け取るユーザ
1 和歌山大学 システム工学部

Faculty of Systems Engineering, Wakayama University,
Wakayama 640–8510, Japan

2 東京大学大学院 医学系研究科
Graduate School of Medicine, The University of Tokyo,
Bunkyo, Tokyo 113–0033, Japan

a) nishimura.ryota@g.wakayama-u.jp
b) hirabayasi@m.u-tokyo.ac.jp
c) yoshino@wakayama-u.ac.jp
*1 本研究では，十分な根拠がなくその真偽が不明，または真偽が
人々に疑われている情報を流言と定義し，発生過程での悪意の有
無は問わないものとする．

の負担を考慮すると量的な限界がある．加えて，多くの場
合，訂正は流言の発生よりも後手に回るという課題もある．
そこで，最新の流言に関する研究では「接種理論」が着

目されている [6]．接種理論は，生物医学的なウイルスに対
するワクチン接種のアナロジーに基づき，これを情報に応
用したものである [7]．すなわち，信じ込まない程度に弱め
られた言説への暴露による「接種」を通じて，説得への耐
性を高めるのである．近年は，インターネットの普及とと
もにフェイクニュースや流言などに接種理論が応用され，
その適用範囲が拡大している [8]．「接種」という用語は主
に「ウイルス・ワクチンなどを人体や動物の体内に移植す
ること」を意味するものであるが，接種理論の流言への応
用において，流言情報を人に暴露すると，人に情報に対す
る警戒心などを植え付けることに繋がると考えられる．そ
こで，本研究では情報へ暴露することを「接種」と呼ぶ．
一方で，接種効果を得る手法については異論があり，また，
その効果は徐々に減衰することが報告されている [9]．し
たがって，継続的な効果を得るには，追加の接種が必要と
なる [6]．しかし，既存のシステムは，特定のシナリオをこ
なす学習コンテンツ [10][11]など，一度きりの利用を想定
したものが多く，継続的に効果を得る手法が確立されてい
るとは言えない．
我々は，ユーザに流言の注意喚起を行うチャットボット
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「ちるも」を開発している．システムを通じて，ユーザは
チャット形式で流言の情報を確認したり，注意喚起メッ
セージを定期的に受け取ったりすることができる．これま
での実験では，システムの有用性を確認し，流言に対して
ユーザの危機意識が向上する可能性を示した [12]．本稿で
はちるもを介した，流言の注意喚起による効果の獲得につ
いて検証する．

2. 関連研究
2.1 接種理論
1960年代にMcGuireが提唱した「接種理論 [7]」は，生
物医学のアナロジーに基づいている．弱められたウイルス
を含む注射が抗体を作り，後の感染に対する抵抗力を高め
るように，接種理論では情報でも同じことができると仮定
している．すなわち，信じ込んでしまわない程度に弱めら
れた条件下で人々を特定の言説に暴露させることで「接種
効果」が発生し，後の説得への耐性を高められる．接種理
論は，インターネットの普及とともにフェイクニュースや
流言などに応用され，その適用範囲が拡大している [8]．最
近の研究では，流言に共通する特徴や流言の拡散に用いら
れる手法に焦点を当てることで，特定の話題に依存しない
汎用的な接種効果を得ることが試みられている [10]．一方
で，接種効果は数週間かけて減衰することが観察されてい
る [8][9]．また，一般的なワクチンと同様に，定期的に追加
の接種を行うことで効果を延長できる可能性が示されてい
る [13]．したがって，接種効果の持続期間に関わらず，定
期的に接種を促す仕組みについて検討する必要がある．

2.2 接種理論を応用したシステム
接種理論を応用したシステムとして，Roosenbeekらの

「Bad News」がある [10]．SNSにおいてフェイクニュース
を生み出す過程を体験することで，ユーザはフェイクニュー
スを生み出す手法に関する接種を行うことができる．実験
の結果，ゲームのプレイによってフェイクニュースを見分
ける能力が向上することが示された．また，エコーチェン
バー効果に対する接種を行うゲーム [11]など，いくつかの
類似したシステムがある．このような，ゲーム型の接種シ
ステムでは，あらかじめ用意されたシナリオを達成する一
度きりの使用が想定されている．また，ゲームプレイとい
う能動的な行動が必要となるため比較的ユーザの負担が大
きい．継続的に接種効果を得るには定期的な追加の接種が
必要であり，その負担は小さいことが望ましい．そこで本
研究では，能動的かつ一度きりの接種の手法でなく，受動
的かつ定期的な接種が可能な仕組みについて検討する．

2.3 メディアリテラシー
近年の流言の爆発的な広がりをうけて，メディアリテ

ラシー教育の必要性は増々高まっている．メディアリテ

ラシーについては，複数の特徴や能力が提唱されている．
Tormalaらによると，判断に対する自信は接種接種の過程
において重要な役割を果たす [14]．また，Sanchezらによる
と，結論に早く飛びつく人ほど推論や決断で誤りを犯しや
すく，陰謀論を信じやすい傾向がある [15]．また，Nagelら
は，ニュースメディアリテラシーの測定項目「MAC2015」
を提案している [16]．スコアが高い人ほどフェイクニュー
スを識別する自信があり，不確実な情報を共有する意欲が
低く，ニュース消費に対して前向きで思慮深い行動が可能
であると分析している．また，Makslらが提案したメディ
アリテラシーの測定手法では，メディアリテラシーが高い
ほどニュース消費に対する内発的動機づけが強く，ニュー
スメディアに対して懐疑的であるとしている [17]．本研究
ではメディアリテラシーに関する項目群を検証し，接種効
果との関連性について考察する．

3. 流言の注意喚起システム「ちるも」
3.1 設計方針
「ちるも」は，Twitter上から収集した流言にまつわる
情報を用いて，ユーザに対して流言の注意喚起を行う．以
下にシステムの設計方針を示す．
（1）流言に関してユーザに自己判断を促す 本システム

では，流言の真偽を断定せず，「誤りの可能性がある情
報」としてユーザに提示する．情報の不確実性をユー
ザに認知させることを通じて，流言の真偽に関する
ユーザの主体的な判断を促進する．

（2）情報の真偽確認を容易にする 日々大量の情報が生
み出される中で，逐一ファクトチェックを行う人は少
数である [18]．本システムでは，ユーザは見聞きした
情報をそのままチャット欄に入力するだけで，流言の
情報を確認できるようにすることで，ユーザによる情
報の真偽確認を容易にする．

（3）ユーザの日常的な利用を促す 2.1 節で述べたよう
に，接種効果は時間とともに減衰するため，定期的な
追加の接種が必要となる．本システムは，日本で広く
利用されているメッセンジャーアプリ「LINE*2」上
で動作するよう構築し，流言の注意喚起メッセージを
ユーザに定期的に通知する．これにより，ユーザが日
常生活を送る中で，継続して接種効果を獲得できるよ
うにする．

3.2 システムの基本機能
システムの中心となる画面例を図 1（a）に示す．例で

は，ユーザの問いかけ「イギリスに関する流言を教えて」
に対して，関連するいくつかの流言（「イギリスは国葬を議
会決議している」など）を返答している．また，マイペー

*2 https://line.me
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図 1 実験用のシステムのメインとマイページ画面

図 2 詳細と検索結果サンプル画面

ジ（図 1（b））では，これまでにシステム上で閲覧した流
言の履歴など，ユーザの利用状況を確認できる．詳細ペー
ジ（図 2（c））では，「訂正ツイート*3」や，ちるも上での
流言の定義をユーザに提示している．この画面で「Google

検索ボタン（図 2（c））」を押すと，Google社の検索エン
ジン*4を用いて流言について検索できる．検索を行う際の
キーワードは，流言を形態素解析して得られた結果から
名詞と動詞のみを抽出した単語群が自動的に入力される．
図 2（d）では，流言に関連するニュース記事が検索結果と
して表示されている．この機能によって，ユーザは手軽に
追加の情報を調べることができる．各機能で利用する流言
情報は，流言情報クラウド*5[19]と連携し取得している．

4. 実験
4.1 検証項目
流言の注意喚起と接種効果の獲得との関係を明らかにす

るため，本研究では以下の項目について検証する．
検証項目 1： 流言の注意喚起を行うことで，直接提示し

ていない流言に対しても危機意識は向上するか？
*3 本研究では「流言を訂正する発言を含む Twitter投稿」を訂正ツ
イートと定義する．

*4 https://www.google.com
*5 流言情報クラウドは，訂正ツイートから流言の情報を定期的に収
集するシステムである．

検証項目 2： 流言の注意喚起を行うことで，メディアリ
テラシーに関する測定項目に変化があるか？

検証項目 3： 受動的な接種を中心とした仕組みで，継続
的に接種効果を発生させることは可能か？

4.2 実験概要
本研究では，システムを利用する実験群と利用しない対

照群との比較実験を行う．参加者は，実験群が 30名（男
性 16名，女性 14名），対照群が 26名（男性 14名，女性
12名）で，なるべく男女比に偏りがないよう無作為に割り
振った．両群に共通して，実験開始前に事前アンケートを
行い，実験開始から 7日目に事後アンケートを行った．実
験群では，事前アンケートの後，6日間はシステムを自由
に利用するように指示した．この実験期間中，毎日 20時に
システムから流言の注意喚起メッセージを送信した．メッ
セージを送信する時間帯は，ユーザ負担の小ささと注意喚
起効果の大きさを考慮して，以前の実験結果 [12]から決定
した．対照群では，事前アンケートの回答後に，総務省が
Web上で公開している「ネットの時代におけるデマやフェ
イクニュース等の不確かな情報 [20]」を必ず 1度は閲覧す
るよう指示した．この指示は，流言にまつわる実験そのも
のが参加者の危機意識に及ぼす影響を，できる限り実験群
と同等にするためのものである．

4.3 事前・事後アンケート
本研究では，システム利用前後でのアンケートをオンラ

イン上で行った．実験が終了するまでアンケートの内容を
インターネットで検索したり他の人に話したりすることを
禁止した．表 1にアンケートの項目を示す．
質問 Aから Dは，流言を含む 12項目の見出しを読み，

それぞれの内容ごとに回答するものである．ただし，項目
に流言が含まれていることは実験終了時まで参加者に知ら
せていない．そのため，実験終了後，参加者には流言の内
容を知らせるデブリーフィングを実施した．また，実験前
後での態度の変化を測定するため，事前・事後で用いてい
る 12項目の見出しは同一の内容とした．作成した見出し
の詳細は 4.4節で述べる．
質問 Eから Lは，ニュース消費に対する内発的動機づけ
と，ニュースメディアに対する懐疑心の強さを測定するも
のである [17]．
質問Mから Pは，検証を補足するための質問群である．

また，事前アンケートでは，これらの質問に加えて年齢や
性別など社会的属性に関する質問も行った．

4.4 見出しの作成
本研究で使用する流言は，システムのデータベースから
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表 1 事前・事後アンケートの質問項目
質問 選択肢

A* あなたは，上記の内容を知っていますか？ 1：知っている，2：知らない，3：わからない
B 上記の内容を SNS 上で見たとして，あなたが共有する可能性はどの程度だと

思いますか？（共有とは Twitter のリツイートなど，情報を拡散する行為）
1：非常に低い，2：低い，3：どちらともいえな
い，4：高い，5：非常に高い

C 上記の内容の「信頼性」はどの程度だと思いますか？ 1：非常に低い，2：低い，3：どちらともいえな
い，4：高い，5：非常に高い

D 一つ前の「信頼性」に関するあなたの判断について，どの程度自信があります
か？

1：非常に自信がない，2：自信がない，3：どち
らともいえない，4：自信がない，5：非常に自信
がない

E 自分にとってニュースが何の役に立つかわからない 5 段リッカートスケール（反転）
F ニュースをチェックするのは，そうするのが当たり前だからだ 5 段リッカートスケール
G 自分のためを思って，ニュースをチェックしている 5 段リッカートスケール
H ニュースをチェックしているは，そうするのが好きだからだ 5 段リッカートスケール
I マスコミは公平だと思う 5 段リッカートスケール（反転）
J マスコミは一部始終を伝えていると思う 5 段リッカートスケール（反転）
K マスコミは，自分たちがいち早く報道することを最優先していると思う 5 段リッカートスケール
L マスコミの報道は正確だと思う 5 段リッカートスケール（反転）
M** 実験期間を通じて，以前より流言（怪しい情報）を見分ける自信が向上した 5 段リッカートスケール
N** 実験期間を通じて，見聞きした情報を調べて確認することが増えた（「ちるも」

を利用した場合は，「ちるも」での検索・確認を含む）
5 段リッカートスケール

O** 実験に参加する以前から，普段見ている情報の真偽には気をつけていた 5 段リッカートスケール
P** 実験期間を通じて，見聞きした流言（怪しい情報）をいくつくらい覚えていま

すか？（「ちるも」を利用した場合は，「ちるも」で見たものを含む）
1：0件，2：1∼5件，3：6∼10件，4：11∼20件，
5：21 件以上

「5 段リッカートスケール」は，1：強く同意しない，2：同意しない，3：どちらともいえない，4：同意する，5：強く同意する
（反転）は逆転項目を示し，他の質問項目とは測定の向きが逆である
*事前アンケートのみで質問，** 事後アンケートのみで質問

抽出した 200件の見出しに対し，特徴別*6に 6つの区分に
人手で分類したものである．分類区分からそれぞれ 1件ず
つ無作為に流言を抽出し，計 6件をアンケートで用いた．
また，真実のニュースを FIJ*7に参加している日本の主要
なメディアのWebサイトから，流言と同数となる 6件抽
出した．真実のニュースは，Pennycookらの論文 [23]を参
考に，政治，医療など 6件の流言となるべく関連するカテ
ゴリの話題から選定した．また，内容以外の差をできる限
り減らすため，口語を含まない表現に統一するなど文章を
調整した．事前・事後のアンケートでは，これら計 12件
の見出しを用いた．また，実験期間中にシステムから送信
した注意喚起メッセージには，分類区分からそれぞれ 5件
ずつ無作為に抽出した流言を用いた．これらの流言は，事
前・事後アンケートで用いた 6件とは異なるものである．

5. 結果
5.1 信頼性
図 3に信頼性評価（表 1（C））の平均値を示す．信頼性

*6 分類は，NATO の発表している誤情報に関するレポート [21] お
よび，EAVI（European Association for Viewers Interests）に
よる「フェイクニュースの 10 分類 [22]」を参照した．

*7 日本でファクトチェックの普及活動を行う非営利団体

図 3 信頼性評価の平均値
* 有意差あり

評価の平均値は，参加者ごとの 12項目の見出しに対する信
頼性評価の平均値を計算し，さらに実験・対照群ごとの平
均を算出したものである．この値について，実験群と対照
群，流言と真実の見出しの 2×2の組み合わせで検定を行っ
た．検定はウィルコクソンの符号付順位検定を用い，ボン
フェローニ補正（α = 0.0125）を行った．その結果，実験
群では流言・真実の見出しともに，実験後の信頼性評価が
有意に低下していることがわかった（流言：p = 0.0012，
真実：p = 0.0009）．また，実験群・流言の組み合わせで検
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図 4 共有意欲の平均値
* 有意差あり

図 5 判断の自信度合いの平均値

定統計量 Zt
*8 および効果量 r*9を計算した．効果量 r は，

0 ∼ 1（または −1 ∼ 0）の間で値を取り，関連性の強さ
を示す指標である．|r| > 0.5で大きい |r| > 0.3で中程度，
|r| > 0.1 で小さい関連性があるとする．その結果，実験
群・流言の組み合わせでは Z = −3.24，r = 0.64となり，
効果量が十分に大きいことがわかった．また，実験群・真
実の組み合わせでは Z = −3.33，r = 0.65となり，こちら
も効果量が十分に大きいことを確認した．

5.2 共有意欲
図 4に共有意欲評価（表 1（B））の平均値を示す．計算
方法および検定方法は 5.1節と同様である．その結果，実験
群では流言・真実の見出しともに，実験後の共有意欲評価が
有意に低下していることがわかった（流言：p = 0.0069，真
実：p = 0.0119）．また，実験群・流言の組み合わせで検定
統計量 ZT および効果量 rを計算したところ，Z = −2.70，
r = 0.55となり，十分に大きい効果量であることがわかっ
た．実験群・真実の組み合わせでは，Z = −2.59，r = 0.50

となり，こちらは中程度の効果量であることを確認した．

5.3 判断の自信度合い
図 5に判断の自信度合い（表 1（D））の平均値を示す．計

*8 ZT = T−n(n−1)/4

n(n+1)(2n+1)/24
*9 r = Z√

N

図 6 メディアリテラシースコアの平均値

図 7 信頼性評価にかけた時間の平均値
* 有意差あり

算方法および検定方法は 5.1節と同様である．その結果，い
ずれの組み合わせでも実験前後で有意な差は見られなかっ
た．また，それぞれの組み合わせで検定統計量 ZT および
効果量 rを計算したところ，実験群・流言では Z = −0.32，
r = 0.06，実験群・真実では Z = −0.10，r = 0.02，対照
群・流言では Z = −1.17，r = 0.24，対照群・真実では
Z = −0.90，r = 0.18となり，いずれも効果量は小さいか
ほとんどないことがわかった．

5.4 メディアリテラシースコア
図 6にメディアリテラシースコアの平均値を示す．メ

ディアリテラシーの測定に用いた質問項目は表 1の Eから
Lの 8項目である．メディアリテラシーは 5段リッカート
スケールの 1を 0点，5を 4点として，0点から 32点の間
で算出した．この値について，実験群と対照群でそれぞれ
検定を行った．検定はウィルコクソンの符号付順位検定を
用い，ボンフェローニ補正（α = 0.025）を行った．その結
果，実験群・対照群ともに実験前後で有意な差は見られな
かった．また，それぞれの組み合わせで検定統計量 ZT お
よび効果量 r を計算したところ，実験群では Z = −0.08，
r = 0.02，対照群では Z = −0.38，r = 0.08となり，いず
れも効果量は小さいかほとんどないことがわかった．
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図 8 共有意欲評価にかけた時間の平均値
* 有意差あり

5.5 評価にかけた時間
信頼性評価にかけた時間の平均値と，共有意欲評価にか
けた時間の平均値を，図 7と図 8にそれぞれ示す．なお，
データに極端に大きな値を取っているものが見られたため，
IQR法*10を用いて外れ値として除外した．この外れ値は，
数名の参加者が回答を一時中断したために発生したと考え
られる. これらの値について，実験群と対照群，流言と真実
の見出しの 2×2の組み合わせで検定を行った．検定はウィ
ルコクソンの符号付順位検定を用い，ボンフェローニ補正
（α = 0.0125）を行った．その結果，信頼性評価にかけた時
間の平均値は，実験群では流言・真実ともに有意に減少す
ることがわかった（流言：p = 0.0080，真実：p = 0.0093）．
それぞれの組み合わせで検定統計量 ZT および効果量 rを
計算したところ，実験群・流言では Z = −2.65，r = 0.52，
実験群・真実では Z = −2.60，r = 0.53となり，いずれも
十分に大きい効果量であることがわかった．
一方で，共有意欲評価にかけた時間の平均値は，実験群

では流言・真実ともに有意に増加することがわかった（流
言：p = 0.0080，真実：p = 0.0072）．それぞれの組み合わ
せで検定統計量 ZT および効果量 rを計算したところ，実
験群・流言では Z = −2.65，r = 0.52，実験群・真実では
Z = −2.69，r = 0.60となり，いずれも十分に大きい効果
量であることがわかった．

5.6 実験後アンケート
表 2に実験後に行ったアンケート項目（表 1（M～P））
の結果を示す．質問M「実験期間を通じて，以前より流言
（怪しい情報）を見分ける自信が向上した」の結果につい
て，ウィルコクソンの順位和検定により有意確率を求める
と p<0.001であり，有意差が見られた．また，検定統計量
ZT および効果量 rを計算したところ，Z = 5.06，r = 0.68

であり，十分に大きい効果量であることがわかった．つま
り，実験群では対照群に対して有意に流言を見分ける自信
が向上したと回答した人が多いと考えられる．
*10 IQR（四分範囲）を用いて外れ値を検出する手法．

表 2 実験後アンケート
質問 グループ 評価の分布 中央値 最頻値

1 2 3 4 5

M
実験群 0 3 8 18 1 4 4

対照群 4 13 8 1 0 2 2

N
実験群 0 2 3 21 4 4 4

対照群 4 11 9 2 0 2 2

O
実験群 0 4 7 18 1 4 4

対照群 0 3 8 14 1 4 4

P
実験群 1 19 7 3 0 2 2

対照群 15 10 1 0 0 1 1

評価の分布：1：強く同意しない，2：同意しない，3：どちらともい
えない，4：同意する，5：強く同意する

表 3 ユーザ一人あたりの各機能の利用回数
機能 平均値（回） 標準偏差（回） 中央値（回）
詳細を見る 7.0 5.9 6.0

マイページ 1.3 1.4 1.0

Google で検索する 2.2 2.3 2.0

ショートカット 2.5 2.0 2.0

話しかけて確認する 1.1 1.3 1.0

質問 N「実験期間を通じて，見聞きした情報を調べて確
認することが増えた（「ちるも」を利用した場合は，「ちる
も」での検索・確認を含む）」の結果について，ウィルコク
ソンの順位和検定により有意確率を求めると p<0.001であ
り，有意差が見られた．また，検定統計量 ZT および効果
量 rを計算したところ，Z = 5.46，r = 0.73であり，十分
に大きい効果量であることがわかった．つまり，実験群で
は対照群に対して有意に見聞きした情報を調べて確認する
ことが増えたと回答した人が多いと考えられる．
質問 O「実験に参加する以前から，普段見ている情報の

真偽には気をつけていた」の結果について，ウィルコクソ
ンの順位和検定により有意確率を求めると p = 0.79であ
り，有意差は見られなかった．また，検定統計量 ZT およ
び効果量 r を計算したところ，Z = 0.27，r = 0.04であ
り，極めて小さい効果量であることがわかった．また，実
験群・対照群ともに評価の中央値は 4，最頻値は 4である
ことから，普段から情報の真偽には気をつけていると自認
している参加者が多かったと考えられる．
質問 P「実験期間を通じて，見聞きした流言（怪しい情

報）をいくつくらい覚えていますか？（「ちるも」を利用し
た場合は，「ちるも」で見たものを含む）」の結果について
述べる．実験群の評価は中央値が 2，最頻値が 2であるこ
とから，実験群では 1～5件程度の流言を覚えていると回
答した人が多いと考えられる．一方で，対照群の評価は中
央値が 1，最頻値が 1であった．また，対照群では，26人
中 15人が流言を一つも覚えていないという結果になった．
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5.7 利用ログ
表 3に実験期間中のシステムの利用状況を示す．最も多
く利用されたのは「詳細を見る」機能で，一人あたり平均
で 7回利用された．「ショートカット」と「Googleで検索
する機能」は，それぞれ一人あたり平均で 2.5回，2.3回利
用された．「マイページ」と「話しかけて確認する」機能は
これらの中で最も少なく，それぞれ一人あたり平均で 1.3

回，1.1回利用された．

6. 考察
6.1 接種効果の発生
本節では「検証項目 1：流言の注意喚起を行うことで，

直接提示していない流言に対しても危機意識は向上する
か？」を検証する．5.1節で述べたように，実験群では実
験前に比べて実験後の信頼性評価が有意に低下しているこ
とがわかった．ユーザが流言を含む情報をどの程度信頼す
るかは，接種効果を測定するために用いられる最も基本的
な指標である [10][11][23]．接種を受けた参加者は，流言の
信頼性に対してより低い評価を下す，すなわち，より懐疑
的になることが示されている．この点において，本研究で
は先行研究と同様の結果が得られた．また，本実験では真
実の見出しに関しても，流言と同様に信頼性評価が低下す
るという結果となった．この理由として，実験に用いた流
言と真実の見出しの真偽を判断するのが困難だった可能性
が考えられる．真実であることが明白な見出しを除外する
ことは，評価実験において重要であり [23]，本実験ではこ
の点を満たしていると考えられる．また，実験に用いた真
実の見出しは事前にファクトチェックを行っているが，現
実のニュースではその真偽が後から覆ることもある．した
がって，接種によって，ユーザの危機意識が流言・真実と
もに一定程度まで向上した本研究の結果は，肯定的に捉え
られる．これらのことから，ユーザは流言の注意喚起メッ
セージを受け取ったり，流言について調べたりすることを
通じて，内容が同一でない流言に対しても危機意識を高め
ることができたと言える．したがって，提案手法によって
ユーザは接種効果を獲得できる可能性を示した．

6.2 メディアリテラシーへの影響
本節では「検証項目 2：流言の注意喚起を行うことで，メ

ディアリテラシーに関する測定項目に変化があるか？」に
ついて検証する．5.2節で述べたように，実験群では実験
前に比べて実験後の共有意欲評価が有意に低下しているこ
とがわかった．不確実な情報を共有する意欲が低いことは
メディアリテラシーの一つとして重要である [16]．また，
本実験では真実の見出しに関しても共有意欲が低下した．
実験期間中，参加者はアンケート項目に関して調べること
を禁止されていたため，本実験の状況下で真実の見出しに
関しても，不確かな情報は共有しないと判断を下すように

変化したのは肯定的な結果である．
次に，判断の自信度合いでは実験前後で有意な差が見ら

れなかった．この理由として，前節で述べたように，実験
に用いた流言と真実の見出しの真偽を判断するのが困難
だったことが考えられる．正しい判断に対して自信が伴う
ことはメディアリテラシーにおいて重要である [24]．一方
で，真偽の判断が困難な状況において，それを過度に自信
を持って断定しないことも肯定的に捉えられる．
次に，メディアリテラシースコアでは実験前後で有意な

差が見られなかった．本実験で測定したスコアは，実験群・
対照群ともに実験前の時点で 22点から 23点である．これ
は最大の 7割程度のスコアと比較的高いスコアである．ま
た，実験前アンケート（5.6節）でも，普段から情報の真偽
には気をつけていると考えている参加者が多い傾向にあっ
た．これらのことから，本実験ではスコアの有意な向上が
見られなかった可能性がある．一方で，ある程度の注意力
を持つと考えている人に対しても，システムによる接種効
果があったと解釈することも可能である．
最後に，信頼性評価にかけた時間について，実験群では

流言・真実ともに有意に減少することがわかった（図 7，
8）．一般的には直感的に素早く下す判断は，熟慮を伴う判
断に比べて誤ることが多いと言われている [15]．しかし，
6.1節で述べたように，実験後にユーザはより懐疑的な判
断を下すように変化しており，必ずしも短絡的に判断して
いるとは言えない．このことから，接種により，ユーザは
短時間のうちに，より懐疑的な判断を下すよう変化してい
ると考えられる．一方で，共有意欲評価にかけた時間につ
いて，実験群では流言・真実ともに有意に増加することが
わかった．特に流言では 1問につき一人あたり平均で 2秒
近く回答時間が増加している．これら結果より，信頼性，
共有意欲の評価が実験群で有意に低下していることから，
実験後のユーザは情報に対して疑いを持ち，情報共有には
慎重な判断を下すように変化したと考えられる．

6.3 受動的なシステム利用の効果
本節では，「検証項目 3：受動的な接種を中心とした仕組

みで，継続的に接種効果を発生させることは可能か？」に
ついて検証する．実験期間中には，一人あたり平均 7回の
詳細情報の閲覧があり，システム内の検索機能も平均 2回
以上利用されていた（表 3）．また，実験後のアンケート
「実験期間を通じて，見聞きした情報を調べて確認するこ
とが増えた（表 2（N））」では，中央値，最頻値ともに 4

（同意する）と回答した人が最も多かった．これらの結果
から，設計方針の通り，注意喚起メッセージを閲覧する受
動的な利用が主な利用形態となっていることがわかる．ま
た，情報の閲覧に付随して，検索行動などの主体的な真偽
確認行動を促進していることも考えられる．
既存研究では，学習型コンテンツの使用前後での比較な
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ど，数十分間から数時間の間での比較が多く，長期的な利
用による効果の検証は少ない．これに対し，本実験では，
システム利用を含む約 1週間の中で接種効果が発生し持続
することを示した．すなわち，受動的な接種を中心とした
仕組みによって，ユーザは接種効果を継続的に得られる可
能性がある．これらのことから，提案手法はユーザにとっ
て利用の負担が少なく，効果が減衰するという接種理論の
問題に対処できる可能性がある．

7. 終わりに
本研究では，流言の定期的な注意喚起による接種効果を

検証することを目的に，評価実験を行った．その結果，流
言の注意喚起を受け取ることで接種効果が発生し，流言に
対する耐性が向上することが明らかになった．また，提案
手法は継続性に優れているため，接種効果が減衰する課題
に対処できる可能性を示した．今後はより長期的なシステ
ム利用による接種効果の発生について検証し，メディアリ
テラシーにまつわる各項目間の関係性についても検証する．
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